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「法人２税の再配分は国の吸い上げ。交付税の復元こそ地方復活の道」 
「一見再配分に見えても、交付税が減らされ、地方は豊かにならず国が助かるだけ」 

 

 

 現在、国において、東京等の大都市を中心に偏在性の大きい地方法人２税を地方

に再配分することで、税収の地域間格差を是正しようとする議論が進められている

が、これは、交付税の復元がなければ、国への吸い上げとなり地方への再配分には

ならない。しかも、格差是正の解決を地方に押し付けるものと言わざるを得ないも

のである。特に、法人２税の再配分案は、中央集権の強化につながり、地方分権に

逆行するものであり、絶対に容認できるものではない。 

 国はまず、三位一体改革の過程で分権改革とは無関係に地方交付税を大幅に減額

し、格差拡大を招いた責任の一端を真摯に受け止め、すみやかに住民生活を踏まえ

た必要な地方交付税の復元を行うべきである。 
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